
広 報 さ い 平成 年 月号

マイナンバーは、社会保障・税・災害対策分野の中で法律で定められた行政手続にしか使えません。

毎年 月の児童手当の現況届の際に市区町村にマイナンバーを提示します。
厚生年金の裁定請求の際に年金事務所にマイナンバーを提示します。
証券会社や保険会社等にマイナンバーを提示し、法定調書等に記載します。
勤務先にマイナンバーを提示し、源泉徴収票等に記載します。

従業員やその扶養
家族

金融機関の顧客
原稿の執筆者など

【お問合せ】総務・情報部門 東出

税務署
市区町村

年金事務所
健康保険組合
ハローワーク

各種法定調書や被保険者資格取得届などに個人番号を記
載し、行政機関などに提出します。
源泉徴収票や支払調書の作成
健康保険、厚生年金、雇用保険の被保険者資格取得届の作成

法律で定められた事務以外でマイナンバーを利用するこ
とは出来ません。


